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経営論叢第６巻第１号（2016年９月）
2021年までに高い経済成長を達成させて中所得風に仲間入りする目標のもと，
以下の４つのICTに関する産業政策を推進している。
第１のICT産業政策は，人的資源の育成と開発の推進である。デジタルバ
ングラデシュを実現するために［K11勺において電気・電子や磁気・電磁波など
の物理現象や法則を応)|Ｉした機械や機器，器具を用いて，情報を保存，力||工，
伝送するといった高度なICT技術を有する人材を開発したり，育成したりす
ることである。
第２のICT産業政策は，インフラストラクチャー（インフラ）構築2')の推
進である。現在，インターネットは，国民の社会活動や文化活動，経済活動な
どのあらゆる活動の基盤（社会的インフラ）として利用されるようにない国
民生活に必要不可欠な存在となってきている。全国民が，ネットワークにアク
セスできるインターネット環境を構築することである。
第３のICT産業政策は，デジタルガバナンス構築の推進である。政府機能
の効率化のために国民などへの行政情報の提供を目的とする政府ホームペー
ジの情報提供サイトに必要な情報を掲載したり，申請・届出などの各種行政手
続をオンライン化したり，ＩＣＴを活用しての行政サービスのデジタル化を図
ることである。
第４のICT産業政策は，ビジネス分野におけるＩＣＴ政策の実現と推進であ
る。ビジネス分野において，海外からのアクセスの簡易化安全なリモートア
クセスを実現するための暗号化・認証技術の導入，海外利用でのリモートアク
セス，および国内のICTビジネスの促進，諸外国へのICT分野の人材提供の
推進を|到ることである。
ところで，バングラデシュでは，毎年，約50,000人の理工系学生（8,000人以
上のＩＴエンジニア）がダッカ大学の他，ダッカエ科大学やバングラデシュ工
科大学，クルナエ科大学，チッタゴンエ科大，ラジシャヒエ科大の５大国立工
科大学，および企業内IＴアカデミーやダフォディル・ジャパンIＴ専門学校
などから人材が排出されている。
－１１－
[論文］バングラデシュにおけるオフショアリング開発の現状と課題（税所）
ダッカ大学（ＵＤ:TheUniversityofDhaka）は，1921年の設立，バングラ
デシュを代表するトップ大学で，学術活動は70部局の下の13の部門によって行
われている。また，５大国立]Z科大学では，ダッカエ科繧大学（ＤＵＥＴ：Dhaka
UniversityofEngineeringandTechnology）は，2003年の設立，コンピュー
タサイエンス＆エンジニアリングが有名で，学術ｉｉ１ｉ動は３学部の下の１１の部''１１
によって行われている。バングラデシュエ科大学（ＢＵＥＴ：Bangladesh
UniversityofEngineeringandTechnology）は，1971年の設立，建築と都11J
計1111iが有名で，学術iiIi｢動は９部局の下の39の部｢[]によって行われている。クル
ナエ科大学（ＫＵＥＴ:KhulnaUniversityofEngineeringandTechnology）は
2003年の設立，工学の教育研究が有希で，学術活動は５部局の下の19の部門に
よって行われている。チッタゴンエ科大学（CUET:ChittagongUniversityof
EngineeringandTechnology）は，2003年の設立，公共Ｉ学が有名で，学術
活動は５学部の下の15の部'''１によって行われている。ラジシャヒエ科大
(RUET:RajshahiUniversityofEngineeringandTechnology）は，1964年の
設立，バングラデシュで２番Ⅱに歴史がある工科大学で，学術活動は４学部の
下の16の部門によって行われている。
バングラデシュは，かつては英国の杣氏地（1793年～1947年）だったために
現在でも大学教育の言語はグローバルコミュニケーションである英語で行われ
ており，TOEIC22)の平均スコアは全体で約900点（990点満点）と世界トップ
クラスの水準である。このような状況からも，バングラデシュのＩＴエンジニ
アにおける英語力はネイティブレベル（現地人レベル）と言え，欧米諸国から
のオフショアリング開発の受け入れ先としてのコミュニケーション手段は問題
ない環境である。
このように,バングラデシュでは，豊富な労働力とともに人件費が安く，イ
ンドと側等の理工系的能力と英語力を持ち合わせた優秀なＩＴエンジニアが多
く存在しているとともに，高品質のIＴ'１M発を可能にしていることから，
－１２－
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Google（米IRI)23)やFacebook（米'五|)24)，ＳＡＭＳＵＮＧ（韓lR1)25)などの世界を代
表する大手IＴ開発会社が人材獲得に乗りⅡ)している。
現在，バングラデシュの就労状況は．人口の約65％の1,000万人が自国外で
就労（H}稼ぎ）しており，その内の２万人以上のＩＴエンジニアが米国のＩＴ
開発企業に勤務しかつインドと同様に欧米諸国のＩＴ開発会社での経験者も
数多く存在している。
４．バングラデシュにおけるオフショアリング開発の事例と課題
４．１日系|Ｔ開発会社におけるオフショアリング開発の事例
これまで考察してきたように，欧米諸国では，バングラデシュをオフショア
リング開発先として重要視しており。積極的な事業展開が見られる。
このような中で，’１本では，ようやくバングラデシュをオフショアリング開
発先として注１１が集まりつつある。例えば，Ｆ１社において現地拠点を設立して，
オフショアリング開発の事業を独自に展開する企業として，株式会社ＢJIT（以
下,ＢJIT）や株式会社イー・フュージョンなどのＩＴ開発会社がバングラデシュ
に進出しＩＴビジネスを展開している。
以降，バングラデシュにおけるオフショアリング開発の事例として，図２に
示すバングラデシュに}1系IＴ開発会社初のオフショアリング開発を行ってい
るBJITLimitedをグループ会社に持っているＢＪＩＴを取り上げて考察を行う
こととする。
ＢJITは，2004年４月１日設立，従業員数60名（グループ企業全体で230名）
の日本のＩＴ開発会社である［１０]。ＢJITの会社名称のネーミングは，バング
ラデシュ（Bangladesh）と［１本（Japan）の頭文字とＩＴを組み合わせて合成
したものである。ＢJITの事業内容は，ソフトウェア開発,ＩＴエンジニア派遣，
パッケージソフト販売，グローバル人材教育，バングラデシュ進出支援のＩＴ
分野における４事業分野を展開している。
－１３－
[論文］バングラデシュにおけるオフショアリング開発の現状と課題（税所）
また，ＢＪＩＴの海外グループ会社には，2001年７月設立のバングラデシュ
(ダッカ）にある開発拠点のBJITLimited2011年４月設立のフィンランド（ヘ
ルシンキ）にあるヨーロッパ向け事業拠点のＢＪＩＴＯｙ，2013年５月設立のシ
ンガポールにある東南アジア向け事業拠点のBJITSINGAPOREPTELTD，
2014年１０月設立の米国カリフォルニア州（サンノゼ）にある北米向け事業拠点
のＢＪＩＴＬＬＣがある［11]。
ＢJITにおけるバングラデシュ・ビジネスでは，国内法人ＢJIT設立よりも
早い2001年７月に，バングラデシュの首都ダッカに日系企業初のオフショアリ
ング開発会社BJITLimitedを設立したことに始まる。また，2014年９月には，
グローバル基準のＩＴエンジニアを育てるために，図３に示すバングラデシュ
現地法人内にIＴエンジニア育成学校のＢＪＩＴアカデミーを設立している。
ＢJITアカデミーでは，バングラデシュ人のグローバル人材育成事業と組み
合わせて，日本人エンジニアとバングラデシュ人エンジニアとの相互交流によ
る人材育成強化のプログラムを実施している。このプログラムでは，ＢJITア
カデミーの教育カリキュラムを日本在住エンジニア向けに実施するとともに，
ｅラーニング26)を活用する研修プログラムの実施，および日本人学生のバング
ラディッシュでの海外インターンシップ教育を行い，日本へのＵターン就職に
よる日本人エンジニアの強化を実施している。
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(出所）筆者撮影。
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図ＳＢＪｌＴＡｃａｄｅｍｙの受付
(出所）筆者撮影｡
このように，ＢJITアカデミーでは，ＩＴエンジニアの教育に加えて，日本で
仕事をするための日本ビジネスマナーや日本文化日本語語学教育などにも注
カレブリッジＳＥとしての人材育成と人材供給を包括的に行うことで，人材
不足に悩む日本企業の人材･ニーズにも応えていることが特徴である。
ところで，ＢＪＩＴのIＴビジネスでは，バングラデシュ人のＩＴエンジニアが
日本の顧客企業に常駐して，顧客と一緒に開発するオンサイト開発（OnSite
Development)，および開発費用の大幅削減・短期間での対応・優秀なエンジ
ニア確保を狙ったオフショアリング開発を行っている。
ＢJITのオンサイト開発では，他のＩＴ開発会社と同様に自社のシステム開
発要員（システムエンジニアなど）が顧客のオフィスや開発現場などに常駐し
ての情報システム開発を行うことになる。したがって，顧客企業などは，オン
サイト開発を導入することで，顧客側のマネージャーの作業負荷が高く，面倒
な要員調整や作業現場の手配，進捗の管理などの業務において，それら余計な
調整や管理はすべて派遣されるシステム開発要員に担当させることができるな
どのメリットがある。
ＢJITのバングラデシュ現地法人では，図４および図５に示すような自社の
システム開発現場において作業しており，同社のオフショアリング開発のコ
ア。コンピタンスとしての特徴として，以下の４つの業務を推進している。
－１５－
[論文］バングラデシュにおけるオフショアリング開発の現状と課題（税所）
図４ＢＪｌＴのシステム開発現場（１）
(出所）筆者撮影
図ＳＢＪｌＴのシステム開発現場（２）一「戸．》
－－で
蟻
(出所）筆者撮影（
第１の特徴は，ＰＣ向けやスマートフォン向けのアプリケーション開発とし
て，PHP，Javascript，HTML5intramartなどの大規模なＷｅｂベースのエ
ンタープライズ系やＷｅｂアプリケーション開発を含む様々なプラットフォー
ムでの開発を行っていることである。
第２の特徴は，常駐型（オンサイト型）の組込みエンジニアリングとして，
OS27)であるAndroidやiOSSymbian，MobileLinux，Ｂｒｅｗ，Windows，
Linuxを考慮したモバイル機器関連の組込みソリューション開発を行っている
ことである。
1６
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第３の特徴は，ハードウェアエンジニアリングとして，鹸近，注Uされてい
る特定の複雑な機能を果たすために多数の素子をひとつにまとめた電子部品
である超大規模集積回路のＶＬＳＩ（VeryLargeScalelntegration)28)サポート
を行っていることである。
第４の特徴は，ソフトウェアテストとして，オンサイト開発によるAndroid
やiPhoneのスマートフォンの組込みソフト開発，管理，検証など，アプリケー
ション，ファームウェア，およびハードウェアを含む様々な分野での,W,質テス
トと品質保証を行っていることである。
このようなことを踏まえて，バングラデシュのオフショアリング開発では，
業務コミュニケーションの困難，単発小規模案件においてはコストメリットが
少ない，言語や文化の違いのために要件や仕様を伝えることが困難，ＩＴエン
ジニアのスキルが低い，品質保証やセキュリティの確保が厳しい，受注実績が
少ないなどの課題がある。
ＢJITでは，以下のような自社独自のバングラデシュ．ビジネスにおける課
題に対しての対応策を講じている。例えば，業務コミュニケーションの困難で
は，バングラデシュ国内で３年間の独自研修を実施し１１本語（文法・会話）
や実務などの基礎的部分から日本文化やマナーまで．ブリッジＳＥに必要な能
力を身に付けさせる対応を行っている。
また，オンサイト開発における品質保証や情報セキュリティ29)の確保では，
アクセスログ30)による入室符理やプロジェクト毎の詳細なアクセス権限の設
定，および専用のHardwareFirewall3l1の設置などを行って対応している。受
注実績の増加に向けては，’1本法人を肯業窓口として，受注案件のオフショア
リング開発を導入して，案件増加を図っている。
４．２バングラデシュにおけるオフショアリング開発の課題
グローバルビジネスについてはその対象国が違うとビジネス環境や文化
人材，コミュニケーションなどの傾向もそれぞれの国で異なる。バングラデ
－１７－
[論文］バングラデシュにおけるオフショアリング開発の現状と課題（税所）
シュにおけるオフショアリング開発の推進においても，従来のグローバルビジ
ネスと同様の特徴を持ち合わせている。
したがって，その特徴とＩＴビジネスを踏まえたうえで，日本企業あるいは
ＩＴ開発会社は，これまでＨ本国内やﾘﾆ１国企業，インド企業に限っていたＩＴ開
発会社の選定をバングラデシュに対して範囲を広げることになる。そのため，
業務案件のみでなく委託先企業のシステム開発環境や企業文化人的資源，業
務コミュニケーション，‘情報ネットワーク，物流インフラなどについての課題
を考慮した業務委託が要求されるのである。
そこで，ＢJITの事例を踏まえて考察した場合，バングラデシュにおける日
本企業によるオフショアリング開発の推進について，個々の業務を推進するう
えで，以下の代表的な課題がある。
第’の課題は，ＩＴ開発会社内における開発環境の脆弱性である。バングラ
デシュでは，インターネットなどの通信環境や電源などの基本的なシステム開
発環境が未整備で，通信が頻繁に瞬断したり，停電によるデータロスになった
りすることがある□これらについては’１Ｔ開発会社ごとにインターネット
の回線を多重化したり，UpS32)装置を設置したり，ファイルサーバーやメール
サーバーなどのサーバーの二重化などの個別の対応策が必要である。しかし，
実際には，対応策を完備していない企業も数多く見られることである。
第２の課題は，開発環境としての物流インフラの未整備である．オフショア
リング開発では，委託元のn本企業と受託先のバングラデシュ企業（自社関連
会社を含む）との`情報のやり取りは，インターネットを利用したデータ送受信
となるため物流コスト（従量制などのランニングコスト）はかからない。しか
しＩＴ開発会社のビジネス立ち上げ時，あるいは新規ビジネス立ち上げ時は，
現地法人に対してのシステム機材や資料などを送る必要があるが，国内の物流
インフラが整備されていない場合が多いための高いコストが発生していること
である。また，物剛的な交通渋滞もひどいので，物流システムの移動手段に
よっては遅刻が多くなる可能性もある□
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第３の課題は。ＩＴ分野のオフショアリング開発における人的資源の育成で
ある。バングラデシュの国内産業では，アパレル産業が大きな成長を遂げてお
り，その分野の専門的な人材が育成されつつある。しかしバングラデシュの
ＩＴ分野の人材の絶対数は，現時点では，それほど多いわけではなく，今後は
人材育成が求められる。必然的にオフショアリング開発を支えるＩＴエンジニ
アの育成は，これから強力に進めていく必要があるがその教育．研修体制は
国内では制度的に整ってなく，一部の企業などが担っていることである。
第４の課題は，オフショアリング開発時における業務コミュニケーションで
ある。バングラデシュでは，中国やASEAN33)各国と比較するとロ本語に触れ
たり，学んだりする環境は少なく，英語ができることで英語圏の仕事を受けて
いる企業が多いのが実態である。そのため，，Ｔ分野において日本語を使いこ
なす人材が少なく，日本語を理解できるＩＴエンジニアを養成する必要がある
が，実際にバングラデシュでのオフショアリング開発を実施していくには，英
語ができる日本人を活用しなければならないことである。
第５の課題は，オフショアリング開発における委託者側企業との関係であ
る。これまで考察してきたバングラデシュにおけるオフショアリング開発の課
題については，バングラデシュの受託者側企業に起因する内容のものばかりで
ある．しかしこれらの課題をすべて解決するためには，受託する,Ｔ開発会
社だけの課題でなく業務を委託する側の企業もある程度の対応は必要である
が，委託者側企業の対応が問題化されていないことである。
これらのバングラデシュにおけるオフショアリング開発の課題は，簡単に解
決することができずに，長期化する場合もある。課題の解決には，日々の業務
プロジェクトの中に潜む短期的な潜在リスクも確実に発見することが重要に
なってくる。今後，バングラデシュにおけるオフショアリング開発を安定的，
かつ持続的なビジネスとして成功させるためには，これらの各種課題を解決す
ることが考慮すべき重要な業務要素のひとつである。
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５．おわりに
バングラデシュの国内経済は，豊富な労働力や安い人件費を活かした縫製
業・アパレル業を中心とした生産拠点として，現在も持続的な成長を続けてい
る。そのような国内経済状況の中で，Ｕ本におけるオフショアリング開発の委
託先として，バングラデシュが注目を集めつつある．
現在，グローバルビジネスにおいて，日本におけるオフショアリング開発の
委託先の国々として，その特徴ごとに，以下の３つのグループに大別される。
第１グループは，これまでに案件実績の多いインドと中国である□これらの
国は，日本のオフショアリング開発の業務委託先として，インド企業は情報シ
ステム開発である理系的能力と英語力を，また中l玉1企業はコスト優位性と漢字
文化をコア・コンピタンスとして，これまでに案件実績を伸ばしている。
第２グループは，チャイナ＋ｌの代替国として脚光を浴びているベトナム，
フィリピン，タイ，インドネシアである。これらの国は，日本のオフショアリ
ング開発の業務委託先として，かつチャイナ＋ｌとして，賃金水準の上昇や知
的財産の流(1)，人民元の切り上げなどの各櫛リスクを'''１避するために’｢'1111以
外のオフショアリング開発の業務委託先として，これまでに案件実績を伸ばし
ている。
第３グループは，開発途上国から中所得国に仲間入りの目標を推進している
バングラデシュ，ミャンマー，ラオス，カンボジアであるに》これらの国は，日
本のオフショアリング開発の業務委託先として，開発途上国の安い人件費を活
かした持続的な成長を続けて，これまでに案件実績を伸ばしている。
このようにバングラデシュでは，ｎ本におけるオフショアリング開発の委
託先の第３グループに位置して，インドのflll系的能力と英語力を持ち合わせた
優秀なＩＴエンジニアを配し，豊寓な労働力や安い人件費でのシステム開発を
可能にしている。
バングラデシュ政府は，ＩＴ産業を縫製業・アパレル業に次ぐ第二の産業の
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柱にすべ〈デジタルバングラデシュ構想を掲げて，2021年までに持続的で高い
経済成長を達成させて，１１１所得国に仲間入りする目標のもと同力の向上を図っ
ている。また，バングラデシュは2015年には低所得|玉1から低中所得同への仲
間入りを果たして，年平均６％の安定したＧＤＰ成長を続ける大きな消費が期
待できる消費i１丁場である。
さらに，いくつかの日系IＴ開発会社では，人件費でのコスト優位性の他，
一番の課題と言われている日本語での業務コミュニケーションについて，バン
グラデシュ人に対する日本ピジネスマナーや[]本文化n本語（文法・会話）
などの教育カリキュラムを実施している。また}｣本留学生に対しては，バン
グラディッシュでの海外インターンシップ教育を行い，｝１本へのＵターン就職
による日本人エンジニアの強化をlX1っている。
バングラデシュを対象とした日本におけるオフショリング開発については，
現時点では，数多くの課題が存在しているのも事実である。しかし，これらの
課題をひとつずつ解消していくことで，今後のグローバルビジネスとしての成
長が期待できる。
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注
ｌ） コア・コンピタンス（CoreCompetence）とは，企業の活動分野において，競
合他社を圧倒的に上まわるレベルの能力，あるいは競合他社に真似できない核
となる能力のことである。
本論文は，2016年５）j21日（士）に東海大学湘南キャンパスで行われた日本情
報経営学会・第７２回全陸|大会・特定自由論題での研究発表をもとに会場のコ
メントなどから大llIHな加筆・修]|ﾐを行ったものである。
筆者は，2015年８Ⅱ2211（土）から８月27ロ（木）までの期間，工業経営研究
学会グローバリゼーション分科会「バングラデシュ視察」に参加して，バング
ラデシュのJETROダッカ事務所やダッカ大学，日系企業，ローカル企業など
を訪問して，バングラデシュの｢'1内経済，およびＨ系企業とローカル企業の実
態などの実態調査を行った。
バングラデシュには，［｣本と同様に独立系のエンジニアや小さなエンジニア会
社が多く，どこまでを企業と定義するかによって企業数は変わってくるが，一
般的にIＴ開発会社は約800～1,000社あると言われている。
バングラデシュでは，2001年に国勢調査が行われたが，それ以降は行われてい
なく，近年の具体的なデータが存在しない。
中所得凶（MiddlelncomeCountries）とは，ＯＥＣＤ（経済協力開発機構：
OrganizationforEconomicCooperationandDevelopment）の下部機関である
DＡＣ（開発援助委員会：DevelopmentAssistanceCommittee）が規定したも
ので，原則として1989年時点でｌ人当たりのＧＮＰ（国民総生産：grossnational
product）が750ＵＳＤ以上の国々を指している。中所得国は96カ国・地域で，
このうちＬ５００ＵＳＤ以上の高中所得風が65力1K１，７５０～L500USDの低中所得
国が31ヵ国となっている。
GDP（国内総生産：GrossDomesticProduct）とは，国内で新しく生産された
商品やサービスの付加価値の総計である。ＧＤＰは，一国の国内の経済活動の規
模や動１ｍを総合的に示す指標として用いられ，その伸び率がいわゆる経済成長
率に値する。ＧＤＰには，名目国内総生産（名１１GDP）と実質国内総生産（実
質ＧＤＰ）があり，実質ＧＤＰは名１１ＧＤＰから物価変動の影響を除いたものであ
る。
アパレルメーカー（ApparelManufacturers）とは，アパレル（衣料品）を企
画製造し，小売店に向けて卸売りを行なっている企業のことである。しかし
現在では，アパレルメーカーとは言いながら，実際の製造は下請けや外部会社
の縫製工場にアウトソーシング，あるいはオフショアリングしているケースが
多いのが実態である。
Zaraは，世界有数の規模を誇るアパレル・流通グループInditexグループ傘下，
世界でトップクラスのスペイン・ガリシア州のアパレル企業である。
2）
3）
４）
5）
6）
7）
８）
９）
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Ｈ＆Ｍは，世界有数の規模を誇り．グローバルで。かつ活力に満ちたカスタ
マーを中心に発想するスウェーデンのアパレル企業である。Ｈ＆Ｍは，ＣＯＳ，
MonkLWeekday，CheapMonday．＆OtherStoriesという６つの独立したブ
ランドで構成するＨ＆MHennes＆MauritzABグループの一員である。
Walmartは，米国・アーカンソー州に本社を置く．世界殿大のスーパーマーケッ
トチェーンであり，売上額で世界最大の企業である。
ＧＡＰは，米|玉|・カリフォルニア州に本社を置く．目ら製１Ｍ,を企l11iiし自社製品
として委託生産させ，自らのチェーン店で販売する製造小売業（SPA:Specialty
storeretailerofPrivatelabelApparel）という企業形態を採用する米国最大の
衣料品小売店である
ブリッジ・システムエンジニア（ブリッジＳＥ）とは，ブリッジ人材，あるいは
ブリッジエンジニアとも言われており，ＩＴのスキルだけでなく言語や文化など
の両国間（例えば，バングラデシュと１１本）のビジネス習慣を熟知し間に立っ
て円滑に業務を進められるよう指示できるＳＥのことである。ブリッジＳＥは，
ＳＥの能力に加えて，プロジェクトマネージャーとしての能力，そして言語力
(コミュニケーション能力）が求められている。
ヒューマンリソース（ＨｕｍａｎResources）とは，人間を単なる労働力（Ｗｏｒｋ
Force）という視点ではなく，人的資源や人事管理部''１，人事部，人的資源，
人材などの会社が持つ資源であるという考え方である。
キャパシティ（Capacity）は，保持，受け入れ，または取り込む能力のことで
ある。
バングラデシュ・ソフトウェア・情報サービス協会（BASIS：Bangladesh
AssociationofSoftwareandlnformationServices）は，1997年設立，バングラ
デシュのソフトウェアとＩＴサービス産業の発展のために活動している｡
オフショアリング開発とアウトソーシング開発の分類については，税所哲郎
(2014）「中国とベトナムのイノベーション・システムー産業クラスターによる
イノベーション創出戦略一［第２版】」に詳細に記載してある。
チャイナ＋１（ChinaPlusOne）とは，主に製造業において，製造拠点を中国
のみに構えるなどの集中投資を行ってきたが，賃金水準の上昇や知的財産の流
出，人氏元の切り上げ，食品衛生問題といった各種リスクを回避するため，中
国以外に拠点を持ち投資を行う経営戦略である。近年，情報システム開発にお
いてもタイやフィリピン，ベトナム，ミャンマーなどのＡＳＥＡＮ諸国を対象と
する分散投資の動きが進みつつあるとされる。
リソース（Resource）とは，資源という意味で，目的を達するために役立つ，
あるいは必要となる要素のことである。情報システム開発においては，プロジェ
クトの遂行に必要な人手や資金，設備，および資料，情報源という意味で使わ
れる場合が多い。
１０）
11）
12）
13）
14）
15）
16）
17）
18）
19）
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20）ＩＣＴとは，情報・迪信に関する技術の総称である。従来から使われているｌＴ
（InfOrmationTechnology）に代わる言葉として使われており，’－１本以外では
ＩＴよりＩＣＴの方が一般的である。
21）インフラストラクチャー（Infrastructure）とは，「下支えする」「構造」「下部
構造」などを指す観念的な川語である。インフラストラクチャーは，私的経済
活動の基盤となるような施設や制度などを指しており，長期にわたって変化の
少ないものである。具体的には，爾力などのエネルギー産業，道路や港湾．空
港などの輸送施設，電信・電話などの通信施設，都市計画における公園や11-卜
水道，河川などの都Th施設を指している。
22）ＴＯＥＩＣ（TestofEnglishforlllternationalCommunication）とは，英語でのコ
ミュニケーションﾉﾉを判定するためのｌＩｆ界共通のテストのことである。ＴＯＥＩＣ
では，身近なシーンからビジネスまで幅広い場面で，どのくらい英語でコミュ
ニケーションができるかを測る世界共通のテストで，Ｉｌｔ界約150力同で実施され
ている｡テストは，リスニングセクションとリーディングセクションで構成さ
れ，合否ではなく１０点から990点までのスコアで評価される。このスコアは，常
に評価基準を一定に保つために統計処理が行われ，能ﾉﾉに変化がない限りスコ
アも一定に保たれている点が大きな特長である。
23）Googleは，1998年設立，検索エンジンやクラウドコンピューティング，ソフト
ウェア，オンライン広告といったインターネット関連のサービスと製品を提供
する米国の企業である。
24）Facebookは,2004年設立，インターネット上のソーシャル・ネットワーキング・
サービス（SNS:SocialNetworkingService）を提供する米国の企業である。
25）ＳＡＭＳＵＮＧとは，1969年設立のサムスンlth子のことであり，大韓氏'三’（韓lfl）
lJil内最大の総合家電・電子部品・電子製,Y,メーカーで，サムスングループの中
核企業である。
26）ｅラーニング（e-IearningElectronicLearning）とは，パソコンやコンピュー
タネットワークなどの情報技術（ＩＴ）を用いて行う学習（学び）のことである。
ｅラーニングは，教室で学習を行う場合と比べて，遠隔地にも教育を提供でき
る点やコンピュータならではの教材が利)Uできる点などの特徴がある。
27）ＯＳ（オペレーティングシステム：OperatingSystem）とは，基本ソフトのこ
とで，ソフトウェアの種類のひとつである。ＯＳは，機器の基本的な管理や制
御のための機能や多くのソフトウェアが共j皿して利)|Ｉする基本的な機能などを
実装した，システム全体を管理するソフトウェアである。
28）ＶＬＳＩ（超ＬＳＩ）とは，ＩＣ（集積'111路：IntegratedCircuit）のうち素子の集積度
が10万～L０００万個税度のもので，トランジスタやダイオード，抵抗，コンデン
サーなどを１つの半導体チップの-ｔや基板の上に集積し金属薄膜で配線して
作った電子lIl路である。
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'１静'１セキュリティ（InformationSecurity）とは，企業などの糸|[縦の情報システ
ムを収Ｉ)巻くさまざまな脅威から，情報資産を機密』１４'三（Conhdential)，完全性
(Integrity)，Ｔｉｌ１１１性（Availability）のＣＩＡ確保を行いつつ，Ｉ[常に維持する
ことである。
アクセスログ（AccessLog）とは‘ネットワークやコンピュータ．その他の機
器における接続や操作の履歴のことである。具体的には．アクセス元のIＰアド
レスアクセス元のドメイン名．アクセスされた[Ｉ付と時刻，アクセスされた
ファイル名，リンク元のページのＵＲＬ訪問者のＷｅｂブラウザ名やＯＳ名，
処１１Mの時間．愛情バイト数．送信バイト数．サービス状態コードなどで．シス
テムの保守や管理には必須でトラブル時の原因究|ﾘ]などに利用する。
HardwareFirewall（ファイアウォール）とは，コンピュータネットワークに
おいて，ネットワークの結節点となる場)ﾘTに設けて，情報セキュリティ上の班
[|]，あるいはその他のX1ll['１によ')，通過させてはいけない通信を'911上するシス
テムのことである。
UPS（無停電地源装置：UninterruptiblePowerSupply）とは，髄源装置の－
秘であり，二Ｗ'1池などの題ﾉ]を蓄績する装置を|ﾉﾘ蔵し外部からの地力供給
が途絶えても一定時間決められた出力で外部に電力を供給することができる装
置のことである。
ASEAN(東南アジア諸'五|連合：Associatiol]ｏｆSouth‐EastAsianNations）は，
Z|可〔南アジア１０カ国の経済・社会・政治・安全保障・文化に関する地域協力機織
であり，本部所在地はインドネシアのジャカルタである。ＡＳＥＡＮは，1967年
のバンコク宣言によって設立，原力l1MiⅡ玉|はタイとインドネシア．シンガポール
フィリピン，マレーシアの５カ国，1984ｲ|ミブルネイ。９５年ベトナム，９７年ミャ
ンマーとラオス，９９年カンボジアが加盟している。
29）
30）
31）
32）
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